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（単位：千円）

当初予算 第　１　号 第　２　号 第　３　号 第　４　号 第　５　号

３０年３月　日 　 年 　月 　日 　 年 　月 　日 　 年 　月 　日 　 年 　月 　日 　 年 　月 　日

補正

現計 300,651

補正

現計 159,120

補正

現計 459,771

補正

現計 298,112

補正

現計 391,330

補正

現計 689,442

 資本的支出

 支　出　計

水　　道　　事　　業　　会　　計　　予　　算　　整　　理　　表

 収益的収入

 資本的収入

 収　入　計

 収益的支出

       議決年月日

 区　分
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平 成 ３０ 年 度  小 山 町 水 道 事 業 会 計 予 算 
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 （総則）   
第１条 平成２９年度小山町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
 （業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
  （１）給水戸数           ７，１８１戸 
  （２）年間総給水量     ３，２７６，１３３ｍ３ 
  （３）一日平均給水量        ８，９７５ｍ３ 
  （４）主な建設改良事業   上水道第６期拡張事業（配水管布設工事等） 
 
 （収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
          収    入 
  第１款 水道事業収益     ３００，６５１千円 
   第１項 営業収益      ２３４，６０８千円 
   第２項 営業外収益      ６６，０４３千円 
          支    出 
  第１款 水道事業費用     ２９８，１１２千円 
   第１項 営業費用      ２８８，０６０千円 
   第２項 営業外費用       ８，０５２千円 
   第３項 予備費         ２，０００千円 
 
 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３２，２１０千円は当年

度消費税及び地方消費税資本的収支調整額２４，６１８千円、当年度分損益勘定留保資金９９，６０３千円、及び建設改良積立金１
０７，９８９千円で補てんするものとする。） 

          収    入 
  第１款 資本的収入      １５９，１２０千円 
   第１項 企業債       １００，０００千円 
   第２項 国庫補助金      ３０，０００千円 
   第３項 県補助金           １０千円 

第４項 工事負担金      ２９，１００千円 
第５項 寄附金            １０千円 
 

          支    出 
  第１款 資本的支出      ３９１，３３０千円 
   第１項 建設改良費     ３７９，０４１千円 
   第２項 企業債償還金     １２，２８９千円                                 
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 （企業債） 
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 
   

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利   率 償    還    の    方    法 

上水道第６期拡
張事業 

千円

１００，０００ 証書借入 

５．０％以内 
（ただし、利率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共団体金融機構
資金について、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条件により、
銀行その他の場合にはその債権者と協定するも
のによる。ただし企業財政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還若しく
は低利に借換えすることができる。 

 
（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 
  
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
  （１）営業外費用消費税及び地方消費税 
  
（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金
額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

  （１）職員給与費     ５０，４７５千円 
  （２）交際費            ５千円 
  
（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。 
 
 
 
 

平成３０年２月２０日提出 

小 山 町 長  込 山 正 秀 
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平 成 ３０ 年 度  小 山 町 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書 
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平成30年度  小山町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
（収入） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 水道事業収益 300,651

1 営業収益 234,608

1 給水収益 229,932 水道使用料金
2 受託工事収益 500 工事の受託収益

3 その他営業収益 4,176
分担金、手数料、受託収益、その他の営業収
益

2 営業外収益 66,043

1 受取利息及び配当金 140 預金利息及び配当金
2 消費税及び地方消費税還付 5,000

3 雑収益 100 営業活動以外の雑収入
4 長期前受金戻入 60,803

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 水道事業費用 298,112

1 営業費用 288,060

1 原水及び浄水費 52,363 原水及び浄水施設の維持管理に要する費用
2 配水及び給水費 27,927 配水及び給水施設の維持管理に要する費用
3 受託工事費 500 受託工事に要する費用
4 業務費 27,777 料金調定、検針、営業活動に要する費用
5 総係費 19,037 事業活動全般に要する費用
6 減価償却費 160,241 有形固定資産の減価償却費
7 資産減耗費 165 有形固定資産の除却費
8 その他営業費用 50 雑支出

2 営業外費用 8,052

1 支払利息及び企業債取扱諸 7,552 企業債利息
2 雑支出 500 雑支出

3 予備費 2,000

1 予備費 2,000 予備費
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資本的収入及び支出

（収入） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 資本的収入 159,120

1 企業債 100,000

1 企業債 100,000 企業債
2 国庫補助金 30,000

1 国庫補助金 30,000 国庫補助金
3 県補助金 10

1 県補助金 10 県補助金
4 工事負担金 29,100

1 工事負担金 29,100 工事負担金
5 寄附金 10

1 建設改良費寄附金 10 建設改良費寄附金

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 資本的支出 391,330

1 建設改良費 379,041

1 水源施設費 15,000 水源施設設備改良事業費

2 配水施設費 360,291 配水施設整備改良事業費

3 固定資産購入費 600 固定資産購入費

4 災害復旧費 3,150 災害復旧工事費

2 企業債償還金 12,289

1 企業債償還金 12,289 企業債元金償還金
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給  与  費  明  細  書 
 

職員数

（人） 報　　酬 給　　料 期末手当 地域手当 その他 計

長　等

議　員

その他

計 0 0 0 0

長　等

議　員

その他 0 0 0 0

計 0 0 0 0

長　等

議　員

その他 0 0 0 0

計 0 0 0 0

本年度

前年度

比　較

１　特別職　　　　　　　　 　　　（単位:千円）

区　　　　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

共済費 合　　計 備　　考
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２ 一般職 
（１）総括                                              （単位：千円） 

職員数

（人） 給　料 手　当 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員 3 14,441 10,220 24,661 5,051 29,712

資 本 勘 定 支 弁 職 員 3 10,350 7,076 17,426 3,338 20,764

合　　　　　　　計 6 24,791 17,296 42,087 8,389 50,476

損 益 勘 定 支 弁 職 員 3 14,553 9,173 23,726 4,785 28,511

資 本 勘 定 支 弁 職 員 3 13,684 8,897 22,581 4,472 27,053

合　　　　　　　計 6 28,237 18,070 46,307 9,257 55,564

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 △ 112 1,047 935 266 1,201

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 △ 3,334 △ 1,821 △ 5,155 △ 1,134 △ 6,289

合　　　　　　　計 0 △ 3,446 △ 774 △ 4,220 △ 868 △ 5,088

比
較

合　　計区　　　　　　　分
給　　　　　与　　　　　費

法定福利費

本
年
度

前
年
度

 
 

扶  養 地　域 住  居 通  勤 時 間 外 管 理 職 期  末 勤  勉

手  当 手  当 手  当 手  当 勤務手当 手    当 手  当 手  当

損 益 勘 定 支 弁 職 員 678 970 0 142 460 1,022 4,058 2,890 10,220

資 本 勘 定 支 弁 職 員 420 671 324 142 550 405 2,699 1,865 7,076

合　　　　　　　計 1,098 1,641 324 284 1,010 1,427 6,757 4,755 17,296

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 936 0 285 460 1,022 3,903 2,567 9,173

資 本 勘 定 支 弁 職 員 372 892 0 190 550 809 3,712 2,372 8,897

合　　　　　　　計 372 1,828 0 475 1,010 1,831 7,615 4,939 18,070

損 益 勘 定 支 弁 職 員 678 34 0 △ 143 0 0 155 323 1,047

資 本 勘 定 支 弁 職 員 48 △ 221 324 △ 48 0 △ 404 △ 1,013 △ 507 △ 1,821

合　　　　　　　計 726 △ 187 324 △ 191 0 △ 404 △ 858 △ 184 △ 774

合 計

手
当
の
内
訳

区　　分

本
年
度

前
年
度

比
較
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（２）給料及び手当の増減額の明細 
増 減 額 説　明 備　　　　　　　考

3人（1月）

勤勉手当　120
異動による増減△3,393

増　減　事　由　別　内　訳

制度改正に伴う増減分

給与改定に伴う増減分 0

その他の増減分

その他の増減分

△ 126

86

普通昇給に伴う増加分 36

△ 1,907

平成30年度昇給に伴う増加分

その他の増減分 927

損
益

資
本

損
益手

　
当 △ 1,821

その他の増減分
資
本

△ 3,334

異動による増減△126

勤勉手当　86

給
　
料

1,047

普通昇給に伴う増加分

制度改正に伴う増減分 120
△ 3,393

平成29年度給与改定に伴う増

平成30年度昇給に伴う増加分

区分

△ 112

給与改定に伴う増減分 23

14 3人（1月）

 
 
（３）給料及び手当の状況 

  ア 職員１人当たり給与 

技  能  労  務  職

平 均 給 料 月 額　（円） 342,550

平 均 給 与 月 額　（円） 406,834

平   均   年   齢　（歳） 42.50

平 均 給 料 月 額　（円） 398,960

平 均 給 与 月 額　（円） 467,720

平   均   年   齢　（歳） 48.00

区　　　　　　　　　　　　　　　分

平成３０年１月１日現在

平成２９年１月１日現在

一      般      職

 

  イ 初任給 

区　　分 技 能 労 務 職　（円）

高 校 卒 147,100

大 学 卒 179,200

一    般    職　（円） 備　　考

一般会計の制度と同じ
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   ウ 級別職員数 

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

１　級 1 16.7 １　級

２　級 ２　級

３　級 1 16.7 ３　級

平成３０年１月１日現在 ４　級 1 16.7 ４　級

５　級 2 33.3

６　級 1 16.7

計 6 100.0 計

１　級 １　級

２　級 ２　級

３　級 ３　級

平成２９年１月１日現在 ４　級 1 20.0 ４　級

５　級 3 60.0

６　級 1 20.0

計 5 100.0 計

区　　　　　分
技　　能　　労　　務　　職一　　　　　般　　　　　職
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（級別の標準的な職務内容） 

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

一　般　職 主　事 主　査 副主任 主　任 副参事 参　事

技能労務職
調理員、給食
員、業務員調理員、給食員、用務員、業務員

 
   

  エ 昇給 

一    般    職 技 能 労 務 職

6 6

6 6

３号級(人） 1 1

４号級(人） 5 5

５号級(人）

６号級(人）

　号級(人）

100.0 100.0

6 6

6 6

３号級(人） 1 1

４号級(人） 5 5

５号級(人）

６号級(人）

　号級(人）

100.0 100.0

号　級　数　別　内　訳

前
　
年
　
度

（Ｂ）昇 給 に 係 る 職 員 数 　（人）

比率（Ｂ）÷（Ａ）　（％）

代表的な職種
区　　　　　　　　　　分 合        計

（Ａ）職　　　　員　　 　　数　 （人）

号　級　数　別　内　訳

本
　
年
　
度

（Ａ）職　　　　員　　 　　数　 （人）

（Ｂ）昇 給 に 係 る 職 員 数 　（人）

比率（Ｂ）÷（Ａ）　（％）
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  オ 期末手当・勤勉手当 

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

本　年　度 4.40 有

前　年　度 4.30 有

一般会計の制度 4.40 有

区　　　分 備　　考

支 　給　 期　 別　 支 　給　 率 支 給 率 計

（ 月 分 ）６月（月分）

2.125

2.075

2.125

１２月（月分）

2.275

2.225

2.275
 

 
 カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の

（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） 加算措置等

49.59 定年前早期退職特例措置

定年前早期退職特例措置49.59 49.59
一般会計の制度
（支給率等）

25.55625 34.5825

区     分

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59
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 キ その他の手当 

区　　　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当 同　　　　　じ

地　域　手　当 同　　　　　じ

住　居　手　当 同　　　　　じ

通　勤　手　当 同　　　　　じ
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 
 

事   項 限 度 額 
前年末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳 

期   間 金   額 期   間 金   額 水道事業収益 

 千円 千円 千円 千円 

水質検査業務委託

に要する経費 

各年度に計上

される水質検

査業務委託料

予算額の範囲

以内 

      ―       ― 
業務の存続する

限り 
限度額に同じ 全  額 
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全　　　体　　　計　　　画 前前年度 前年度末 当該年度 当該年度 翌年度以 継続費の

 左  の  財  源  内  訳 末までの までの支 支払義務 末までの 降の支払 総額に対 備　考

款 項 事業名 年度 年割額 県 当 年 度 建設改良 支払義務 払義務発 発生予定 支払義務 義務発生 する進捗

補 助 金 企 業 債 損益勘定 積 立 金 発 生 額 生(見込) 額 発生予定 予 定 額 率

留保資金 額 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

1 1 28 88,000 70,000 18,000 88,000 88,000 12.9

湯船原

工業団 29 524,900 150,000 74,900 80,000 220,000 524,900 524,900 77.1

地配水

施設整

備工事 30 68,100 68,100 68,100 68,100 10.0

計 681,000 150,000 144,900 166,100 220,000 88,000 524,900 68,100 681,000 100.0

継　　続　　費　　に　　関　　す　　る　　調　　書

資
本
的
支
出

建
設
改
良
費
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（単位：円）

１  営業収益

（１）給水収益 207,042,000

（２）受託工事収益 463,000

（３）その他営業収益 4,242,814 211,747,814

２  営業費用

（１）原水及び浄水費 41,486,000

（２）配水及び給水費 24,662,371

（３）受託工事費 462,000

（４）業務費 26,006,000

（５）総係費 18,126,000

（６）減価償却費 140,799,927

（７）資産減耗費 719,905

（８）その他営業費用 46,000 252,308,203

営業損失 40,560,389

３  営業外収益

（１）受取利息及び配当金 180,000

（２）長期前受金戻入 60,225,456 60,405,456

４  営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 4,684,000

（２）雑支出 462,963 5,146,963 55,258,493

経常利益 14,698,104

当年度純利益 14,698,104

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 126,373,160

当年度未処分利益剰余金 141,071,264

平成29年度小山町水道事業予定損益計算書
( 平成29年 4月 1日から 平成30年 3月31日まで )
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平成29年度小山町水道事業予定貸借対照表
(平成30年 3月31日 )

（単位：円）
資産の部

１  固定資産
  （１）有形固定資産
      イ  土地 38,544,350
      ロ  建物 101,593,500
          減価償却累計額 △48,578,998 53,014,502
      ハ  構築物 5,969,962,209
          減価償却累計額 △2,740,339,453 3,229,622,756
      ニ  機械及び装置 527,905,165
          減価償却累計額 △368,219,117 159,686,048
      ホ  車両運搬具 7,493,000
          減価償却累計額 △7,427,344 65,656
      ヘ  工具器具及び備品 1,374,000
          減価償却累計額 △1,268,640 105,360
      ト  建設仮勘定 1,066,907,421
          有形固定資産合計 4,547,946,093

  （２）無形固定資産
      イ  電話加入権 1,368,000
          無形固定資産合計 1,368,000
          固定資産合計 4,549,314,093

２  流動資産
  （１）現金預金 504,132,069
  （２）未収金 82,917,478
        貸倒引当金 △850,000 82,067,478

  （３）貯蔵品 127,500
  （４）その他流動資産 70,402,666
        流動資産合計 656,729,713
        資産合計 5,206,043,806

- 21 -



  　　　　　　　　　　負債の部

３  固定負債
  （１）企業債
      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 648,653,750
          企業債合計 648,653,750
          固定負債合計 648,653,750

４  流動負債
  （１）企業債
      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 12,672,390
          企業債合計 12,672,390

  （２）未払金 343,478,492
  （３）引当金
      イ  賞与引当金 4,789,908
          引当金合計 4,789,908

  （４）その他流動負債 58,232,186
        流動負債合計 419,172,976

５  繰延収益
  （１）長期前受金 3,268,509,464
  （２）収益化累計額 △1,512,975,228
        繰延収益合計 1,755,534,236
        負債合計 2,823,360,962

資本の部

６  資本金 1,947,865,836
７  剰余金
  （１）資本剰余金
      イ  国県補助金 25,687,192
      ロ  工事負担金 17,541,581
      ハ  受贈財産評価額 38,111,803
      ニ  他会計負担金 96,000
          資本剰余金合計 81,436,576

  （２）利益剰余金
      イ  減債積立金 18,470,991
      ロ  利益積立金 21,859,929
      ハ  建設改良積立金 171,978,248
      ニ  当年度未処分利益剰余金 141,071,264
          利益剰余金合計 353,380,432
          剰余金合計 434,817,008
          資本合計 2,382,682,844
          負債資本合計 5,206,043,806
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(平成31年 3月31日 )

（単位：円）
資産の部

１  固定資産
  （１）有形固定資産
      イ  土地 38,544,350
      ロ  建物 115,986,349
          減価償却累計額 △50,515,067 65,471,282
      ハ  構築物 5,974,129,047
          減価償却累計額 △2,865,909,934 3,108,219,113
      ニ  機械及び装置 527,950,165
          減価償却累計額 △382,057,815 145,892,350
      ホ  車両運搬具 7,493,000
          減価償却累計額 △7,427,344 65,656
      ヘ  工具器具及び備品 1,374,000
          減価償却累計額 △1,268,640 105,360
      ト  建設仮勘定 1,402,686,338
          有形固定資産合計 4,760,984,449

  （２）無形固定資産
      イ  電話加入権 1,368,000
          無形固定資産合計 1,368,000
          固定資産合計 4,762,352,449

２  流動資産
  （１）現金預金 368,296,888
  （２）未収金 83,245,598
        貸倒引当金 △750,000 82,495,598

  （３）貯蔵品 4,156,500
  （４）その他流動資産 103,403,704
        流動資産合計 558,352,690
        資産合計 5,320,705,139

平成30年度小山町水道事業予定貸借対照表
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　　　　　 　　　　　負債の部

３  固定負債
  （１）企業債
      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 735,981,055
          企業債合計 735,981,055
          固定負債合計 735,981,055

４  流動負債
  （１）企業債
      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 13,056,085
          企業債合計 13,056,085

  （２）未払金 342,574,339
  （３）引当金
      イ  賞与引当金 4,348,204
          引当金合計 4,348,204

  （４）その他流動負債 82,140,372
        流動負債合計 442,119,000

５  繰延収益
  （１）長期前受金 3,323,250,724
  （２）収益化累計額 △1,573,778,629
        繰延収益合計 1,749,472,095
        負債合計 2,927,572,150

資本の部

６  資本金 2,074,238,996
７  剰余金
  （１）資本剰余金
      イ  国県補助金 27,909,932
      ロ  工事負担金 18,142,581
      ハ  受贈財産評価額 38,111,803
      ニ  他会計負担金 96,000
          資本剰余金合計 84,260,316

  （２）利益剰余金
      イ  減債積立金 19,940,801
      ロ  利益積立金 21,859,929
      ハ  建設改良積立金 58,833,382
      ニ  当年度未処分利益剰余金 133,999,565
          利益剰余金合計 234,633,677
          剰余金合計 318,893,993
          資本合計 2,393,132,989
          負債資本合計 5,320,705,139
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(単位：円)
科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益 7,626,405
　　　減価償却費 141,408,698
　　　長期前受金戻入額 △ 60,803,401
　　　受取利息及び受取配当金 △ 140,000
　　　支払利息 7,552,000
　　　固定資産除却損 164,150
　　　固定資産売却損益（△益） 0
　　　未収金の増減額（△増加） 271,874
　　　未払金の増減額（△減少） 1,239,723
　　　たな卸資産の増減額（△増加） △ 4,029,000
　　　引当金の増減額（△減少） △ 541,704
　　　その他流動資産の増減額（△増加） △ 33,001,038
　　　その他流動負債の増減額（△減少） 23,908,186
　　　小計 83,655,893
　　　利息及び配当金の受取額 140,000
　　　利息の支払額 △ 7,552,000
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 76,243,893

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　固定資産の取得による支出 △ 356,755,080
　　　固定資産売却による収入 0
　　　国庫補助金等による収入 56,965,006
　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 299,790,074

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　企業債による収入 100,000,000
　　　企業債の償還による支出 △ 12,289,000
　　　他会計からの出資による収入 0
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 87,711,000

Ⅳ　現金の増減額 △ 135,835,181
Ⅴ　現金の期首残高 504,132,069
Ⅵ　現金の期末残高 368,296,888

平成30年度小山町水道事業予定キャッシュフロー計算書
(平成30年 4月 1日から平成31年 3月31日まで)
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注 記（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日） 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

   改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品  取得価額による先入先出法による。 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      量水器の一部は取替法、その他は定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物         １０年～６５年 

      機械及び装置      ８年～２５年 

      工具・器具及び備品   ５年～１０年 

  （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      電話加入権は、実質的に自由な譲渡性をもつ財産的価値を有するものであり、物理的にも機能的にも減価という概念になじ

まないことから、減価償却を行っていない。 

 ３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

      静岡県市町総合事務組合に加入しており、退職手当については、毎事業年度支払う負担金（一般負担金）のみを水道事業会

計が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退時の精

算金等を含む）を全て一般会計が負担することとしているため、将来、公営企業には新たな費用が発生しないこととなるため、

退職給付引当金の計上は行っていない。 
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  （２）賞与引当金 

      職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から

３月までの４か月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

      なお、貸倒実績率については、不納欠損処理をしていない債権のうち、２年経過した債権を貸倒処理額とみなして算出して

いる。 

 ４ 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

 １ 賞与引当金の取り崩し 

    平成２９年６月に、平成２８年１２月から平成２９年３月分の賞与及びそれに係る法定福利費を支給することになるため、賞与

引当金 3,804 千円を取り崩した。 
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注 記（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日） 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

   当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品  取得価額による先入先出法による。 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      量水器の一部は取替法、その他は定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物         １０年～６５年 

      機械及び装置      ８年～２５年 

      工具・器具及び備品   ５年～１０年 

  （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      電話加入権は、実質的に自由な譲渡性をもつ財産的価値を有するものであり、物理的にも機能的にも減価という概念になじ

まないことから、減価償却を行っていない。 

 ３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

      静岡県市町総合事務組合に加入しており、退職手当については、毎事業年度支払う負担金（一般負担金）のみを水道事業会

計が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退時の精

算金等を含む）を全て一般会計が負担することとしているため、将来、公営企業には新たな費用が発生しないこととなるため、

退職給付引当金の計上は行っていない。 
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  （２）賞与引当金 

      職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から

３月までの４か月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

      なお、貸倒実績率については、不納欠損処理をしていない債権のうち、２年経過した債権を貸倒処理額とみなして算出して

いる。 

 ４ 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

 １ 賞与引当金の取り崩し 

    平成３０年６月に、平成２９年１２月分から平成３０年３月分の賞与及びそれに係る法定福利費を支給することになるため、賞

与引当金 4,773 千円を取り崩す。 
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平 成 ３０ 年 度  小 山 町 水 道 事 業 会 計 予 算 積 算 資 料 
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平成30年度    小山町水道事業積算資料
収益的収入及び支出

（収入） （単位：千円）

金   額

1 水道事業収 300,651 313,166 △12,515

益

1 営業収益 234,608 228,661 5,947

1 給水収益 229,932 223,605 6,327 1 水道料金 229,932 水道料金 228,605,000円

転居精算 1,327,000円

2 受託工事収 500 500 0 1 受託工事収 500 受託工事収益

益 益

3 その他営業 4,176 4,556 △380 1 材料売却収 10 材料売却収益

収益 益

2 手数料 4,156 加入分担金 2,608,000円

証明手数料 1,000円

工事申請手数料 300,000円

指定工事店申請手数料 15,000円

下水道使用料受託収益 1,232,000円

3 雑収益 10 雑収入

2 営業外収益 66,043 84,505 △18,462

1 受取利息及 140 180 △40 1 預金利息 140 預金利息

び配当金

2 消費税及び 5,000 24,000 △19,000 1 消費税及び 5,000 消費税及び地方消費税還付金

地方消費税 地方消費税

還付金 還付金

3 雑収益 100 100 0 1 その他雑収 100 その他雑収益

益

4 長期前受金 60,803 60,225 578 1 長期前受金 60,803 長期前受金戻入

戻入 戻入

説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
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（支出） （単位：千円）

金   額

1 水道事業費 298,112 265,174 32,938

用

1 営業費用 288,060 257,990 30,070

1 原水及び浄 52,363 44,642 7,721 8 備消品費 35 備消品費

水費 水源地整備用消耗品代

9 燃料費 30 燃料費

自家発電機燃料代  20,000 円

草刈機燃料代  10,000 円

13 委託料 18,314 委託料

電気工作物保安業務委託（用沢水源外５箇所）

360,000 円

水道施設巡回・点検業務委託 7,776,000 円

水質検査業務委託 7,045,056 円

湯船原浄水施設保守点検業務委託 3,132,000 円

14 手数料 7 手数料

保菌検査等手数料

15 賃借料 2,137 賃借料

水源地及び配水池土地借上料 2,087,000 円

機器借上料 50,000 円

16 修繕費 800 修繕費

滅菌機・配電盤等修理代

18 動力費 27,464 動力費

揚水用電気代

19 薬品費 3,576 薬品費

滅菌用薬剤代

次亜塩素 3,566,000 円

検査用試薬 10,000 円

2 配水及び給 27,927 26,316 1,611 8 備消品費 30 備消品費

水費 修理用消耗品代

目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
説                   明款        項
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（支出） （単位：千円）

金   額

11 印刷製本費 10 印刷製本費

現場写真印刷代

12 通信運搬費 500 通信運搬費

配水地監視用電話料

13 委託料 3,096 委託料

日曜・祝祭日等給水工事当番店委託 1,645,920 円

漏水調査委託 500,000 円

配水池等槽内清掃委託  500,000 円

水道施設ファイリング業務委託  300,000 円

配水施設除雪委託 150,000 円

14 使用料 20 共架使用料

共架使用料 20,000 円

15 賃借料 141 賃借料

加圧ポンプ等敷地土地借上料 114,000 円

配水管布設土地借上料 27,000 円

16 修繕費 23,620 修繕費

配水及び給水管修理代 15,000,000 円

量水器交換代 4,980,000 円

検満量水器修理代 3,540,000 円

通常時量水器修理代  100,000 円

17 路面復旧費 500 路面復旧費

路面復旧費

20 材料費 10 材料費

修理用材料費

3 受託工事費 500 500 0 23 受託工事費 500 受託工事費

4 業務費 27,777 26,756 1,021 1 給料 9,316 給料　　一般職２名

2 手当等 4,612 手当等

扶養手当 318,000 円

地域手当 604,000 円

款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
説                   明
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（支出） （単位：千円）

金   額

通勤手当 71,000 円

時間外勤務手当 230,000 円

管理職手当 423,000 円

期末手当 1,755,000 円

勤勉手当 1,211,000 円

3 賃金 2,162 賃金

臨時職員賃金 1,672,800 円

特別手当 418,200 円

通勤手当 70,800 円

8 備消品費 20 備消品費

一般事務用消耗品代 20,000 円

10 賞与引当金 1,378 賞与引当金繰入額

繰入額

11 印刷製本費 120 印刷製本費

窓あき封筒印刷代 20,000 円

予算書・決算書印刷代  100,000 円

12 通信運搬費 700 通信運搬費

納付書・督促状等郵送料

13 委託料 8,583 委託料

検針業務委託 4,314,600 円

電算業務委託 4,267,620 円

14 手数料 881 手数料

水道料金口座振替引落手数料 400,000 円

水道料金コンビニ収納手数料 470,000 円

積算ソフト更新手数料 11,000 円

26 食糧費 5 食糧費

5 総係費 19,037 18,206 831 1 給料 5,125 給料

一般職１名

2 手当等 3,418 手当等

説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
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（支出） （単位：千円）

金   額

扶養手当 360,000 円

地域手当  366,000 円

通勤手当 71,000 円

時間外勤務手当 230,000 円

管理職手当 599,000 円

期末手当 1,039,000 円

勤勉手当 753,000 円

4 法定福利費 4,635 法定福利費

一般職３名

　共済組合負担金  4,588,000 円

　公務災害補償基金 47,000 円

5 退職給付費 2,167 退職給付費

退職手当組合負担金

6 旅費 140 旅費

普通旅費

8 備消品費 210 備消品費

水道週間行事費  10,000 円

参考図書購入代 60,000 円

水道新聞代  30,000 円

事務用消耗品代 60,000 円

作業車消耗品代 50,000 円

9 燃料費 200 燃料費

10 賞与引当金 1,227 賞与引当金繰入額

繰入額

11 印刷製本費 10 印刷製本費

14 手数料 3 手数料

作業車車検手数料

16 修繕費 300 修繕費

作業車車検等修理代

款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
説                   明
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（支出） （単位：千円）

金   額

22 研修費 30 研修費

水道業務事務研修会及び技術講習会研修費

24 交際費 5 交際費

管理者交際費

25 報償費 5 報償費

26 食糧費 5 食糧費

27 会費負担金 217 会費負担金

日本水道協会負担金 198,000 円

東部4市2町水道事務研究会負担金  19,000 円

28 保険料 318 保険料

日本水道協会水道賠償保険 161,700 円

検針員傷害補償保険  48,000 円

検針員賠償責任保険 10,000 円

作業車自賠責保険 20,000 円

作業車任意保険  78,000 円

29 報酬 240 報酬

上水道審議会委員報酬

30 雑費 32 雑費

作業車重量税等雑費

40 貸倒引当金 750 貸倒引当金繰入額

繰入額

6 減価償却費 160,241 140,800 19,441 31 有形固定資 160,241 有形固定資産減価償却費

産減価償却

費 建物・機械・構築物・車輌・工具器具備品の減価償却費

7 資産減耗費 165 720 △555 33 固定資産除 165 固定資産除却費

却費 有形固定資産の除却・廃棄

区   分
説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較

節
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（支出） （単位：千円）

金   額

8 その他営業 50 50 0 36 雑支出 50 雑支出

費用

2 営業外費用 8,052 5,184 2,868

1 支払利息及 7,552 4,684 2,868 37 企業債利息 7,552 企業債利息

び企業債取

扱諸費

2 雑支出 500 500 0 36 雑支出 500 雑支出

水道使用料過年度還付金等 

3 予備費 2,000 2,000 0

1 予備費 2,000 2,000 0 50 予備費 2,000 予備費

款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
説                   明
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資本的収入及び支出

（収入） （単位：千円）

金   額

1 資本的収入 159,120 685,560 △526,440

1 企業債 100,000 400,000 △300,000

1 企業債 100,000 400,000 △300,000 1 企業債 100,000 企業債

2 国庫補助金 30,000 50,040 △20,040

1 国庫補助金 30,000 50,040 △20,040 1 国庫補助金 30,000 国庫補助金

3 県補助金 10 150,000 △149,990

1 県補助金 10 150,000 △149,990 1 県補助金 10 県補助金

4 工事負担金 29,100 85,510 △56,410

1 工事負担金 29,100 85,510 △56,410 1 工事負担金 29,100 工事負担金

5 寄附金 10 10 0

1 建設改良費 10 10 0 1 配水施設費 10 配水施設費寄附金

寄附金 寄附金

説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
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（支出） （単位：千円）

金   額

1 資本的支出 391,330 913,462 △522,132

1 建設改良費 379,041 900,789 △521,748

1 水源施設費 15,000 2,000 13,000 41 工事請負費 15,000 工事請負費

水源施設工事

2 配水施設費 360,291 895,039 △534,748 1 給料 10,350 給料

一般職３名

2 手当等 7,026 手当等

扶養手当 420,000 円

地域手当 671,000 円

住居手当 324,000 円

通勤手当 142,000 円

時間外勤務手当 500,000 円

管理職手当 405,000 円

期末手当 2,699,000 円

勤勉手当  1,865,000 円

4 法定福利費 3,338 法定福利費

一般職３名

　共済組合負担金 3,307,000 円

　公務災害補償基金 31,000 円

5 退職給付費 1,553 退職給付費

退職手当組合負担金

6 旅費 54 旅費

普通旅費

8 備消品費 500 備消品費

事務用消耗品代

9 燃料費 250 燃料費

作業車燃料代

11 印刷製本費 100 印刷製本費

現場写真等印刷代

節

区   分
説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
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（支出） （単位：千円）

金   額

13 委託料 25,140 委託料

設計業務等

17 公有財産購 3,000 用地購入費

入費 用地購入費

39 補償金 10 補償金

立木等補償金

41 工事請負費 308,960 工事請負費

第６期拡張計画事業等

54 負担金 10 負担金

工事負担金

3 固定資産購 600 600 0 45 固定資産購 600 固定資産購入費

入費 入費

4 災害復旧費 3,150 3,150 0 2 手当等 50 手当等

時間外勤務手当

9 燃料費 50 燃料費

作業車燃料代

11 印刷製本費 50 印刷製本費

現場写真等印刷代

41 災害復旧工 3,000 災害復旧工事費

事費

2 企業債償還 12,289 12,673 △384

金 1 企業債償還 12,289 12,673 △384 44 元金償還金 12,289 元金償還金

金

節

区   分
説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
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